
令和７年度前期監査報告書（ 部局監査）措置状況通知

前期監査の結果に基づく措置等の状況通知＜前期監査報告書（令和７年９月２６日）＞

「処理」の実施状況
【Ａ：実施済又は決定済】　　　　基準日までに「処理」を実施したもの、又は実施することを決定したもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４件
【Ｃ：実施しない】　　　　　　　基準日までに何らかの理由により「処理」を実施しないこと（又は実施できないこと）を決定したもの　　　　　　　　　８件

「再発防止策」又は「改善策」の実施状況
【Ａ：実施済又は決定済】　　　　基準日までに「再発防止策」又は「改善策」を実施したもの、又は実施することを決定したもの　　　　　　　　　　　３２件

○部局監査

№
部
局
名

所
属
名

監
査
項
目

事業名等 監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
又は「改善
策」の実施

状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

1

総
務
部

情
報
シ
ス
テ
ム
課

【
重
点
】
委
託
業
務

コンピュー
タネット
ワーク保守
委託
ほか２件

【指摘】
　豊田市職務権限規程別表第１におい
て、５００万円超１，０００万円以下
の監督員の任命決定者は課長（支所
長）と定められているが、副課長（副
支所長）が決定していた。

2
頁

1 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２０日に課長決定し
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　決定書作成時にマニュアル（その他契約
事務手引・決定区分早見表）を再度確認す
るとともに、決定区分早見表を決裁時に添
付し、決定者、検討者も確認を行う。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

2

地
域
活
躍
部

下
山
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

令和６年度
下山地区支
障木伐採業
務委託

【指摘】
　豊田市職務権限規程別表第１におい
て、５００万円超１，０００万円以下
の監督員の任命決定者は課長（支所
長）と定められているが、副課長（副
支所長）が決定していた。

2
頁

2 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２５日に、正しい決定
者である課長（支所長）による押印の
訂正を行った。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２５日から、決裁板に「決
定区分・合議　早見表」を添付し、起案
者、検討者、決定者全員が決裁過程で決定
区分を確認できるようにした。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

3

地
域
活
躍
部

稲
武
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

大井平公園
トイレ等清
掃管理委託
ほか

【指摘】
　豊田市職務権限規程別表第１におい
て、通年の検査員（工事委託を除
く。）の任命決定者は副部長と定めら
れているが、課長（支所長）が決定し
ていた。

2
頁

3 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２０日付けで、当該決
定書に「本来は副部長決定であり、決
定区分を是正する」旨を副部長印とと
もに記載した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２０日に、予算執行伺書の
決裁時に、決定区分一覧表を添付し、起案
者及び決裁者が確認することとした。
　また、起案者、検討者、決定者が決定区
分が正しいことを確認したことを担保する
ため、チェックボックスを設けた。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

－ 1 ／10－



令和７年度前期監査報告書（ 部局監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

監
査
項
目

事業名等 監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
又は「改善
策」の実施

状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

4

地
域
活
躍
部

地
域
交
流
課

【
重
点
】
委
託
業
務

相談伴走支
援事業運営
業務委託

【指摘】
　委託契約事務の手引において、検査
員本人が職務権限規程の決定区分上の
決定者となる場合は、直近上位の職員
の決定を受けることとされているが、
検査員本人が決定者となっていた。

2
頁

4 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月１９日に、上位の職員
で再度決定（押印）を行った。

Ａ：実施済
又は決定済

　検査・検収の決定者がシステムでは、自
動で表示されるものにとらわれず、常に確
認した上で事務を進めるようにする。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

5

総
務
部

法
務
課

【
重
点
】
委
託
業
務

マイクロ
フィルム検
査委託

【指摘】
　委託契約事務の手引において、見積
書記載内容に誤りがある場合、軽微な
ものは提出者に確認の上補正し、金額
等の重要な誤りがある場合は再提出を
依頼することとされている。記載内容
が誤っていたが、必要な手続が取られ
ていなかった。

3
頁

5 Ａ：実施済
又は決定済

　既に終了した委託契約であり、委託
契約自体の有効性に影響しないが、見
積書に記載の日付にかかわらず、契約
締結決定日には到達していた経緯を当
該見積書に付記した（令和７年１０月
１０日付記）。

Ａ：実施済
又は決定済

　見積書をチェックする際、担当者と決定
者以外に当該事務経験者等によるダブル
チェックを実施する旨、令和７年６月３０
日に決定した。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

6

地
域
活
躍
部

小
原
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

豊田市小原
和紙のふる
さと庭木管
理業務委託

【指摘】
　委託契約事務の手引において、見積
書記載内容に誤りがある場合、軽微な
ものは提出者に確認の上補正し、金額
等の重要な誤りがある場合は再提出を
依頼することとされている。記載内容
が誤っていたが、必要な手続が取られ
ていなかった。

3
頁

6 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月１０日に、再提出の見
積書を受け取り差し替えた。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２０日から、委託契約業務
を行う際に委託事務チェックリストによる
チェックを担当者と他の職員が読み合わせ
をしながら実施する。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

7

総
務
部

情
報
シ
ス
テ
ム
課

【
重
点
】
委
託
業
務

基幹業務シ
ステム管理
用プログラ
ム改修作業
委託

【指摘】
　委託業務仕様書において、別紙のと
おりという記載があるが、別紙が添付
されていなかった。

3
頁

7 Ｃ：実施し
ない

　委託業務が完了しているため別紙の
添付をしない。

Ａ：実施済
又は決定済

　仕様上に「別紙」「別添」等の記載がな
いかを確認し、記載がある場合は仕様書と
ともに契約書に内包されているかを締結前
に確認する。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

－ 2 ／10－



令和７年度前期監査報告書（ 部局監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

監
査
項
目

事業名等 監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
又は「改善
策」の実施

状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

8

地
域
活
躍
部

防
災
対
策
課

【
重
点
】
委
託
業
務

豊田市災害
情報支援シ
ステム等運
用支援委託

【指摘】
　委託業務仕様書において、準拠する
法令等として、令和５年４月１日から
豊田市個人情報保護法施行条例が施行
されているにもかかわらず、既に廃止
された豊田市個人情報保護条例が記載
されていた。

3
頁

8 Ｃ：実施し
ない

　業務において「豊田市個人情報の取
扱い及び情報セキュリティに関する特
記」の内容を遵守し、委託を遂行して
おり、影響がないため、修正等の処理
は実施しないことを令和７年６月２０
日に決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２５日に、担当長及び担当
者が遵守すべき条例や規則等について、
チェックシート等を使用して、本来仕様書
へ記載すべきもののみとなるよう精査を行
うことを決定した。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

9

地
域
活
躍
部

地
域
交
流
課

【
重
点
】
委
託
業
務

崇化館防災
フェア開催
事業業務委
託

【指摘】
　豊田市契約規則第４１条第３項及び
第４項において、受託者は、業務の全
部又は指定した主たる部分を第三者に
請け負わせてはならないとされてい
る。そのため、委託契約事務の手引に
おいて、再委託を認める場合は、委託
業務仕様書に、再委託ができない「主
たる部分」を記載し、再委託を認めな
い場合は、再委託を認めない旨を記載
することとされているが、記載されて
いなかった。

3
頁

9 Ｃ：実施し
ない

　本件契約は既に委託業務の履行及び
契約金額の支払が完了しているため、
契約書における仕様書の変更はしない
ことを決定した。
　なお、本件については再委託を認め
る意図はなかったものの、結果的に再
委託はされておらず、「業務の全部又
は指定した主たる部分を第三者に請け
負わせている」事態は生じていなかっ
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　契約課が作成している各チェックリスト
を用いて契約事務を遂行するとともに、
「契約事務書類チェックリスト」において
年度当初案件以外の案件では省略可となっ
ている「委託契約チェックリスト」での
チェックを必須とする。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

10

地
域
活
躍
部

防
災
対
策
課

【
重
点
】
委
託
業
務

防災虎の巻
（日本語
版・女性
版）デザイ
ン委託

【指摘】
　豊田市契約規則第４１条第３項及び
第４項において、受託者は、業務の全
部又は指定した主たる部分を第三者に
請け負わせてはならないとされてい
る。そのため、委託契約事務の手引に
おいて、再委託を認める場合は、委託
業務仕様書に、再委託ができない「主
たる部分」を記載し、再委託を認めな
い場合は、再委託を認めない旨を記載
することとされているが、記載されて
いなかった。

3
頁

10 Ｃ：実施し
ない

　今回は再委託の承認申請がなかった
ため修正等の処理は実施しないことを
令和７年６月２０日に決定した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２５日に、自課発注案件時
に担当長及び担当者がチェックリストを使
用すること、全ての発注案件で、毎年契約
規則や事務手引の最新版を確認し、変更点
を反映させた仕様書の作成を行うことを課
内で決定した。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

－ 3 ／10－



令和７年度前期監査報告書（ 部局監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

監
査
項
目

事業名等 監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
又は「改善
策」の実施

状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

11

地
域
活
躍
部

旭
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

東海自然歩
道管理業務
委託（旭地
区）

【意見】
　委託業務仕様書において、産業廃棄
物である空き缶や瓶類の取扱いが不明
確な記載となっていた。
　法令に反する処理を行うことがない
よう、明確な仕様書にされたい。

3
頁

11 Ｃ：実施し
ない

　令和６年度委託契約事務については
完了しており、遡って行うことはしな
い。
　「廃棄物の処理及び清掃に関する法
律」に抵触していない範囲で取扱いさ
れていることを令和７年６月２６日に
確認した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年度委託契約事務については、令
和７年６月２６日に契約相手と「一時集積
場所までの運搬を行うこと」であることを
明記した協議書を交わした。
　また令和８年度の仕様書については、当
該箇所を令和７年７月１１日に修正し共有
フォルダに保管した。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

12

地
域
活
躍
部

足
助
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

鈴木正三史
跡公園等管
理業務委託

【意見】
　委託業務仕様書において、産業廃棄
物である空き缶や瓶類の取扱いが不明
確な記載となっていた。
　法令に反する処理を行うことがない
よう、明確な仕様書にされたい。

3
頁

12 Ｃ：実施し
ない

　業務完了した委託契約の仕様書であ
るため、仕様書の変更をしないことを
令和７年６月２０日に決定した。な
お、空き缶等の取扱いにおいて法令に
反する処理がなかったことを確認し
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年度の仕様書については、「処
分」は「一時集積場所までの運搬を行うこ
と」であることを明記した協議書を作成す
ること、また、令和８年度については、
「処分」という表現は削除し、「一時集積
場所まで運搬する」旨を仕様書に明記する
ことを令和７年１０月１日に支所内で決定
した。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

13

総
務
部

法
務
課

【
重
点
】
委
託
業
務

庁外書庫警
備業務委託

【指摘】
　個人情報を取り扱う事務の委託基準
において、当該基準の対象となる業務
の委託には個人情報の取扱いに関する
特記を添付することとされている。委
託事務を担当する豊田市職員個人の住
所、緊急連絡先を受託者に提供してい
たが、個人情報の取扱いに関する手続
がされていなかった。

4
頁

13 Ｃ：実施し
ない

　既に終了した委託契約であり、事業
者から任意に提供された様式において
個人情報取扱いを確認していることか
ら、本件においての特別な処理を実施
しない。

Ａ：実施済
又は決定済

　現行の契約について、豊田市個人情報の
取扱いに関する特記に相当する内容の覚書
を令和７年７月１日付けで締結した。
　長期継続契約の次回契約時の担当者に向
け、覚書を締結する理由について決定書に
明記した上で書類一式のつづりにとじ込
み、確実に引き継ぐ。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

14

地
域
活
躍
部

地
域
交
流
課

【
重
点
】
委
託
業
務

環境美化活
動に伴う廃
棄物収集運
搬業務委託
－２

【指摘】
　個人情報・重要情報預かり証におい
て、提供した個人情報が返却されてい
たにもかかわらず、返却年月日欄の記
入及び監督者確認の押印がされていな
かった。

4
頁

14 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月１９日に、返却年月日
欄の記入及び監督者確認の押印を行っ
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　委託検査調書及び委託業務監督記録の決
裁時に、個人情報が返却されていること、
個人情報・重要情報預かり証に返却年月日
の記入、監督者確認印の押印がされている
ことを確認する。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

－ 4 ／10－



令和７年度前期監査報告書（ 部局監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

監
査
項
目

事業名等 監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
又は「改善
策」の実施

状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

15

総
務
部

情
報
戦
略
課

【
重
点
】
委
託
業
務

ＤＸ（デジ
タルトラン
スフォー
メーショ
ン）等の推
進における
官民共創に
関する業務
委託

【指摘】
　豊田市情報セキュリティに関する特
記において、再委託に係る条項を記載
する必要があるにもかかわらず、記載
されていなかった。

4
頁

15 Ｃ：実施し
ない

　委託業務が完了していること、また
業務実施において再委託がなかったこ
とから、「豊田市情報セキュリティに
関する特記」を変更しないことを令和
７年６月２４日に決定した。
　あわせて、再発防止のため、課内に
確認の徹底を注意喚起した。

Ａ：実施済
又は決定済

　「豊田市情報セキュリティに関する特
記」作成ツールの使用方法を課内に徹底し
た。
　また、案件発注決定書の決裁を行う際
に、起案者が検討者・決定者に「豊田市情
報セキュリティに関する特記」作成ツール
のデータを共有し、検討者・決定者は仕様
書の内容を踏まえ、作成ツールが適切に使
用されているのかを確認する体制とした。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

16

総
務
部

法
務
課

【
重
点
】
委
託
業
務

庁外書庫警
備業務委託

【指摘】
　委託業務仕様書において、受託者が
鍵の預託を受けた場合は、預かり証を
発行し、本契約が終了したときは直ち
に返還するものとされている。受領・
返却書を確認したところ、契約前から
鍵の預託を受けており、契約終了後も
返却された記載が見受けられなかっ
た。

4
頁

16 Ａ：実施済
又は決定済

　同一事業者において警備業務が継続
されており、終了した契約につき遡っ
て鍵の預かり証を発行しないこととは
したものの、令和７年７月１日に鍵の
現物を確認した。

Ａ：実施済
又は決定済

　年度ごとの業務完了確認時に鍵の現物を
市と受託者の双方で確認するよう運用を変
更する旨、令和７年６月３０日に決定し
た。また、毎年度の鍵の現物確認について
は、業務監督記録に記載する扱いとし、次
回契約時に仕様に明記することとする。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

17

総
務
部

財
産
管
理
課

【
重
点
】
委
託
業
務

旧豊田広域
幹線道路出
張所　自家
用電気工作
物保安管理
業務委託

【指摘】
　委託契約事務の手引において、委託
業務従事者に資格が必要とされる場合
は、資格証の写し等を必要に応じて提
出させることとされているが、提出さ
れていなかった。

4
頁

17 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月１３日に、資格証の写
しを提出してもらい、資格の確認を
行った。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２７日に電気工作物保安管
理業務委託には資格者証が必要なことを担
当者始め担当長以上が覚えておいて確認す
ることとした。今後は、資格が必要な業務
については担当内で共有し「資格」と書い
た紙を資格証が提出されるまで書類に挟ん
でおく。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

－ 5 ／10－



令和７年度前期監査報告書（ 部局監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

監
査
項
目

事業名等 監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
又は「改善
策」の実施

状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

18

地
域
活
躍
部

猿
投
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

亀の子公園
公園遊具等
点検業務委
託

【指摘】
　委託契約事務の手引において、委託
業務従事者に資格が必要とされる場合
は、資格証の写し等を必要に応じて提
出させることとされているが、提出さ
れていなかった。

4
頁

18 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月１０日に委託事業者に
対し、業務責任者分の資格証の写しを
請求し、提出させた。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月１０日以降締結する委託業
務に、担当者が仕様書の必要書類・必要事
項にマーカーで分かるよう記載し、書類の
有無を確認することとした。
　その後、担当長が契約事務書類チェック
リスト欄に「レ点」を付けることとした。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

19

地
域
活
躍
部

猿
投
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

亀の子公園
公園遊具等
点検業務委
託

【指摘】
　委託業務仕様書において、遊具の点
検業務は業務担当者が、点検表に基づ
く判定は業務責任者がそれぞれ行い、
両者が兼務することはできないとされ
ているが、点検報告書には業務責任者
が判定を行った証跡がなかった。

5
頁

19 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月１０日に、委託事業者
に対し、業務責任者が判定を行ったこ
とを記した書類を請求し、提出させ
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月１０日以降締結する委託業
務に、担当者が仕様書の必要書類・必要事
項にマーカーで分かるよう記載し、書類の
有無を確認することとした。
　その後、担当長が契約事務書類チェック
リスト欄に「レ点」を付けることとした。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

20

地
域
活
躍
部

稲
武
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

風車設備本
体包括保守
管理業務委
託

【指摘】
　委託業務仕様書において、受託者は
技術者を書面で届け出ることとされて
いる。また、勤務時間外を含めた相互
の連絡体制を書面により定めておくこ
ととされているが、いずれの書面も見
受けられなかった。

5
頁

20 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年５月２６日に書面提出さ
せ、受理した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年５月２６日に、委託業務届出書
を受理する際に、請負業者と仕様書の内容
を確認することを決定した。
　また、業者が提出すべき書類の一覧表を
作成し、提出を受けた際、日付を入れるこ
ととした。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

21

地
域
活
躍
部

稲
武
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

乳母ケ入住
宅消防用設
備等保守点
検業務委託
ほか２件

【指摘】
　委託業務仕様書において、受託者は
保守点検の日程について詳細が決定し
たら、実施期間の２週間前までに日程
表を提出することとされているが、提
出されていなかった。

5
頁

21 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年５月２６日に書面提出さ
せ、受理した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年５月２６日に、委託業務届出書
を受理する際に、請負業者と仕様書の内容
を確認することを決定した。
　また、業者が提出すべき書類の一覧表を
作成し、通知を受けた際、日付を入れるこ
ととした。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

－ 6 ／10－



令和７年度前期監査報告書（ 部局監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

監
査
項
目

事業名等 監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
又は「改善
策」の実施

状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

22

地
域
活
躍
部

稲
武
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

稲武どんぐ
り工房に関
する指定管
理業務

【指摘】
　豊田市稲武どんぐり工房条例別表に
おいて、物産品等の販売を目的とする
施設利用の使用料の算定方法が定めら
れている。自主事業において物品の販
売を行っているが、条例とは異なる方
法で算定された使用料が納入されてい
た。

5
頁

22 Ａ：実施済
又は決定済

　記録の残っている過去５年分の過大
徴収分を令和７年度に支払った。
支払決定：令和７年６月２４日

Ａ：実施済
又は決定済

　条例の記載内容で使用料算定が明確に判
断できるようにするために、令和７年８月
１４日条例改正の方針決定。翌１５日法務
課に改正案を提出。１２月議会上程予定
　あわせて、指定管理者から提出される実
績報告書の請求金額を自動計算で算出でき
るよう変更

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

23

地
域
活
躍
部

稲
武
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

どんぐりの
里いなぶに
関する指定
管理業務
ほか１件

【意見】
　自主事業実施基準において、自主事
業を実施した場合は、実施状況や経理
状況等を報告することとされている
が、明確な報告が見受けられなかっ
た。
　自主事業の実施状況及び経理状況
は、豊田市公の施設に係る指定管理者
の指定手続等に関する条例第５条第４
号に規定する事項として、明確に記載
し報告するよう指導されたい。

6
頁

23 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年５月２６日に自主事業実績
を整理した書面を提出させ、受理し
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年５月２６日に、指定管理者と協
議し、事業計画書の様式に実績を追記する
形の報告書様式を新たに作成した。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

24

地
域
活
躍
部

小
原
支
所

【
重
点
】
委
託
業
務

小原トレー
ニングセン
ター及び緑
の公園に関
する指定管
理業務
ほか１件

【意見】
　自主事業実施基準において、自主事
業を実施した場合は、実施状況や経理
状況等を報告することとされている
が、明確な報告が見受けられなかっ
た。
　自主事業の実施状況及び経理状況
は、豊田市公の施設に係る指定管理者
の指定手続等に関する条例第５条第４
号に規定する事項として、明確に記載
し報告するよう指導されたい。

6
頁

24 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２４日に指定管理者に
対して、経理状況の不足資料を提出依
頼し、受理した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２４日に担当内で指定管理
事務を理解するために「指定管理者との協
定事務の手引」等を使用し、情報共有する
ことで再発防止を図った。
　今後は「自主事業チェックリスト」を作
成し、資料の提出漏れを防ぐことを令和７
年６月２４日に決定した。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

－ 7 ／10－



令和７年度前期監査報告書（ 部局監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

監
査
項
目

事業名等 監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
又は「改善
策」の実施

状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

25

総
務
部

財
産
管
理
課

【
重
点
】
委
託
業
務

豊田市役所
本庁舎廃棄
物処理業務
委託
ほか１件

【指摘】
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律
第１２条第６項において、産業廃棄物
の処理を委託する場合の基準を定めて
いる。当該基準により、契約者の許可
の有効性を確認すべく、委託契約書に
添付が義務付けられている産業廃棄物
処分業許可証の有効期限が委託期間中
に失効するものであったにもかかわら
ず、更新後の許可証を添付していな
かった。

6
頁

25 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月１３日に、許可証の写
しを提出してもらい、許可の確認を
行った。

Ａ：実施済
又は決定済

　今後は、業務開始時に課の共有スケ
ジュール表に、「許可証有効期限切れの前
月」のコメントを入れ、時期到来時の朝礼
の際に確認し、適切な書類の添付を担当者
に指示する。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

26

地
域
活
躍
部

小
原
支
所

収
入
事
務

小原和紙美
術館観覧料
ほか１件

【指摘】
　地方自治法第２３１条の２の３第２
項において、指定納付受託者の指定を
したときは、指定納付受託者の名称、
住所又は事務所の所在地等を告示しな
ければならないとされているが、告示
されていなかった。

6
頁

26 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月１１日に、告示を行っ
た。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２０日から、指定納付受託
者指定事務のチェックリストを作成し、担
当者と他の職員が読み合わせをしながら実
施する。
　年度当初に担当業務の確認とともに、
チェックリストの確認を行い、事務の慣れ
の防止に努める。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

27

地
域
活
躍
部

稲
武
支
所

補
助
金
等
交
付
事
務

防犯灯設置
費等補助金

【指摘】
　領収書において、但し書欄に記載の
用途や内容で、補助対象事業のために
購入されたものであることを確認する
こととされているが、但し書欄が空欄
になっていた。

6
頁

27 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年５月２６日に、申請自治区
区長に領収書の内容及び設置した防犯
灯を確認し、記録を残した。

Ａ：実施済
又は決定済

①令和７年５月２６日から、既存のチェッ
クリストを添付し、決定者まで確認履行
（レ点チェック）できる体制とした。
②令和７年６月２７日に、交付決定通知書
を送付する際、実績報告時の領収書記載事
項を明記し、申請者が確認できるようにし
た（地域交流課）。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

28

地
域
活
躍
部

猿
投
支
所

補
助
金
等
交
付
事
務

自治区活動
備品整備事
業補助金

【指摘】
　領収書において、但し書欄に記載の
用途や内容で、補助対象事業のために
購入されたものであることを確認する
こととされているが、但し書欄が空欄
になっていた。

6
頁

28 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月９日に、補助金申請者
から、但し書記載の領収書写しを再提
出させた。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月９日以降、補助金チェック
表に記載されている各項目について担当者
及び担当長がそれぞれ確認し「レ点」を付
けることとした。
　令和７年６月２７日以降の交付決定通知
書の送付文（部内共通）に領収書記載事項
を追記した文書を発送することとした。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

－ 8 ／10－



令和７年度前期監査報告書（ 部局監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

監
査
項
目

事業名等 監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
又は「改善
策」の実施

状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

29

地
域
活
躍
部

松
平
支
所

補
助
金
等
交
付
事
務

自治区活動
備品整備事
業補助金

【指摘】
　領収書において、但し書欄に記載の
用途や内容で、補助対象事業のために
購入されたものであることを確認する
こととされているが、但し書欄が空欄
になっていた。

6
頁

29 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２７日に、補助金申請
者が、但し書記載の領収書写しを市へ
再提出した。

Ａ：実施済
又は決定済

①令和７年６月２５日に、補助金チェック
表に記載されている各項目について、担当
者及び担当長が確認し、レ点を付けること
で、補助金事務の抜け漏れを防ぐこととし
た。
②令和７年６年２７日に、地域交流課が、
交付決定通知書送付文を変更した。実績報
告時の領収書記載事項を明記することで申
請者が確認できるようにし、全支所に周知
を図った。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

30

地
域
活
躍
部

下
山
支
所

補
助
金
等
交
付
事
務

わくわく事
業補助金

【指摘】
　領収書において、但し書欄に記載の
用途や内容で、補助対象事業のために
購入されたものであることを確認する
こととされているが、但し書欄が空欄
になっていた。

6
頁

30 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２５日、但し書きが空
欄の領収書について申請団体から支出
内容を聴取し、当該支出が適正である
ことを確認の上、記録を残した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２５日から、チェックリス
トを添付し、決定者まで確認履行（レ点
チェック）できる体制とした。
　申請団体に対しては、交付決定通知書を
送付する際に同封する「領収書の注意事
項」で周知をしているが、これに加えて、
実績報告書の作成を団体が始める１２月の
段階で「領収書の注意事項」を含めた確認
メールを送付して、周知を徹底することに
した。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

31

地
域
活
躍
部

足
助
支
所

補
助
金
等
交
付
事
務

観光振興団
体事業補助
金

【指摘】
　豊田市補助金等交付規則第１１条第
１項及び豊田市観光振興団体事業補助
金交付要綱第１３条第１項において、
補助事業等実績報告書が提出されたと
きは、その内容を審査し、適当と認め
たときは、交付すべき補助金等の額を
確定し、補助事業者等に通知すること
とされているが、誤った補助金確定額
を通知していた。

7
頁

31 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年５月１４日に正しい金額の
確定通知書を決定し、足助観光協会に
差し替え交付した。

Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年６月２５日に、今回の補助金額
のようにミスが重大なリスクに繋がること
が想定されるものについて、通常の決定・
検討欄とは別に”重要ポイント”として
チェック欄を設けて決裁することをルール
化することを決定した。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

－ 9 ／10－



令和７年度前期監査報告書（ 部局監査）措置状況通知

№
部
局
名

所
属
名

監
査
項
目

事業名等 監査結果

該
当
ペ
ー
ジ

該
当
箇
所

Ⅰ
「処理」の
実施状況

Ⅱ
「処理」の内容

Ⅲ
「再発防止

策」
又は「改善
策」の実施

状況

Ⅳ
「再発防止策」又は「改善策」の内容

最
終
回
答
基
準
日

32

地
域
活
躍
部

稲
武
支
所

補
助
金
等
交
付
事
務

観光振興団
体事業補助
金

【指摘】
　豊田市補助金等交付規則第１１条第
１項及び豊田市観光振興団体事業補助
金交付要綱第１３条第１項において、
補助事業等実績報告書が提出されたと
きは、その内容を審査し、適当と認め
たときは、交付すべき補助金等の額を
確定し、補助事業者等に通知すること
とされているが、額の確定及び通知が
行われていなかった。

7
頁

32 Ａ：実施済
又は決定済

　令和７年４月１０日付けで確定通知
を発出した。

Ａ：実施済
又は決定済

　補助金交付申請書の収受→交付決定（兼
予算執行伺）起案→実績報告書の収受→確
定通知の起案という事務の流れにおいて、
各々の決裁の際に、一連の事務フロー図を
添付して起案することで、次の手続を担当
者及び決裁者が共有することとした。
　また、担当者、決定者が事務手順に漏れ
がない事を確認するため、チェックボック
スを設けた。

令
和
7
年
1
0
月
1
0
日

－ 10 ／10－


